
「Ｇ２０諸国の貿易措置に関するＷＴＯ報告書（第１７版）」 

（概要） 

平成２９年７月 

経 済 局 国 際 貿 易 課 

６月３０日，世界貿易機関（ＷＴＯ）は，「Ｇ２０諸国の貿易措置に関する報告書（第１

７版）」を公表したところ，ポイントは次のとおり。 

本報告書は，２００８年の世界金融危機以降に導入された貿易制限措置を監視するため，

２００９年以降，約半年ごとにＷＴＯ事務局が作成しているもの。今回の報告書は，昨年１

０月中旬から本年５月中旬までの約７か月間に導入された措置を対象としている第１７版。

なお，本報告書が対象とする措置は，Ｇ２０各国の通報に基づきＷＴＯ事務局が選択したも

のであり，措置がＷＴＯ協定と整合的であるか否かは問われていない。 

 

 今回の調査対象期間にＧ２０諸国が新規に導入した貿易制限措置（貿易救済措置を除

く。）は４２件，月平均６件であり，前回調査の４．８件と比較して若干の増加傾向に

あるが，２００９年から２０１５年の８年間の月平均件数７件よりは低い水準にある。 

 今回の調査対象期間にＧ２０諸国が新規に導入した貿易自由化措置（注）は４２件，こ

れは月に平均６件であり，前回調査時とほぼ同水準。 

 貿易政策における透明性と予見可能性は，世界経済におけるすべての主体にとって不可

欠である。経済成長のために鍵となる推進力であり，繁栄のための主要なエンジンであ

る開かれた，相互利益をもたらす貿易のためのコミットメントを再確認することにおい

て，Ｇ２０諸国は，リーダーシップを示すべきである。 

 世界経済の不確実性が継続する中で，Ｇ２０諸国は本年２月に発効したＷＴＯ貿易円滑

化協定の実施を含めた国際貿易環境の向上，本年１２月の第１１回ＷＴＯ閣僚会議で成

果を得るための協働を追求し続ける必要がある。 

（注）「貿易自由化措置」とは，例えば，関税の減免をはじめとする貿易の自由化に資する措置のこと。 

（注）我が国の貿易関連措置は，本年３月３１日炭素鋼製突合せ溶接式継手（大韓民国，中華人民共和国産）のアン

チダンピング（不当廉売）関税措置の調査開始について記載されている。 

（了） 


